
病害虫リスクアナリシス（Pest Risk Analysis）について 

― 67 ―

121

は　じ　め　に

交通機関，流通手段の発達に伴い，物や人の流れがグ
ローバル化し，我が国への植物および植物生産物の輸出
国および輸入量が増加するとともに，植物の種類も多様
化している（図―1）。同様に海外に出かける日本人や日
本を訪れる外国人の数も増加している（図―2）。このよ
うな，植物および植物生産物や人の国際的な移動の増加
や多様化に伴い，我が国未発生の病害虫が我が国に侵入
する危険性も増えてきていると言える。
また，地球温暖化のような気候変動の影響により，農
産物の生産適地が移動したり，病害虫が生息できる環境
が変動したりしていることや，これまで日本で生産され
ていなかった，または一部地域でしか生産されていなか
った植物種（例えば，熱帯性の果実や作物）の生産地が，
栽培技術の発達により拡大しており，我が国未発生の病
害虫が万が一侵入した場合，これまで以上に病害虫が定
着・まん延する可能性が高まっている。
このような状況の中，その侵入を許すと我が国農林業
に甚大な被害を及ぼすおそれのある病害虫の侵入を水際
で防ぐ植物防疫所の役割は年々増している。
病害虫は，世界全体で約 10万種いるといわれている

が，これらすべてが植物検疫の規制対象にされているわ
けではない。現行の国際植物防疫条約（International 

Plant Protection Convention，以下「IPPC」）では，「病
害虫」は，「植物，動物又は病原体のあらゆる種，スト
レイン又はバイオタイプであって，植物又は植物生産物
に有害なもの」と定義され，「検疫対象の病害虫」は，「こ
れにより危険にさらされている地域の経済に重大な影響
を及ぼすおそれのある病害虫であって，まだその地域に
存在しないか，又は存在するが広く分布しておらず，か
つ，公的防除が行われているもの」と定義されている。

IPPCでは，このような国際的な定義で示されている
検疫対象の病害虫について，締約国は，病害虫リスクア
ナリシス（Pest Risk Analysis，以下「PRA」）などを通
じて，これを決定し，その最新の一覧表について学名を
用いて作成し，公表することを締約国に求めている。な

お，これら検疫対象の病害虫に対してとられる植物検疫
措置は，「技術的に正当なもの（technically justified）」
であることが必要とされるが，「技術的正当性」を担保
するために，PRAなどに基づいて決定される必要があ
るとしている。
このように，PRAとは生物学的証拠，科学的証拠お
よび経済的証拠に基づいて，ある病害虫が植物検疫対象
となるかどうかを評価し，当該病害虫に対してとられる
適切な植物検疫措置を選択するプロセスのことをいう。
ここでは，PRAについて概説する。

I　PRAに関する国際的な背景

IPPCは，国連食糧農業機関（以下「FAO」）の枠組み
の下，植物に有害な病害虫の侵入・まん延を防止するた
めに，加盟国が講じる植物検疫措置の調和を図ることを
目的として 1952年に発効した。1979年に改正（第 1次
改正）され，「検疫対象の病害虫」の定義が決められた
が，この時点では「技術的正当性」，「病害虫リスクアナ
リシス」，「国際基準」等についての概念は，まだ IPPC

の中に含まれていなかった。
1986年から始まった，GATTウルグアイ・ラウンド

の交渉の結果，WTO協定の一部として「衛生植物検疫
措置の適用に関する協定」（以下「SPS 協定」）が
1994年に成立し，各国の衛生植物検疫措置（動物検疫，
植物検疫，食品衛生）が農産物貿易への偽装された制限
および差別待遇とならないよう，国際基準に準拠するこ
と，科学的根拠およびリスクアナリシスに基づくこと，
内外無差別であること，透明性を確保すること等が規定
された。
話は前後するが，GATTウルグアイ・ラウンドの交渉

の結論が出る前に，IPPC加盟国や FAOから，IPPCは
SPS協定の内容を踏まえたものとするべきとの指摘を受
け，1993年ごろから内容の改正が議論され，1997年に
再び IPPCが改正された（第 2次改正。現行の IPPC）。
この改正では，国際基準に基づいた，または PRAなど
に基づいた措置の透明性や技術的正当性の確保，検疫対
象の病害虫リストの公表等の原則が明確にされた。
IPPCの改正に合わせ，IPPC事務局は，植物検疫措置に
おける国際基準（International Standards for Phytosani-

tar y Measures，以 下「ISPM」）の 策 定 を 開 始 し，
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1996年に旧 ISPM No. 2「Guideline for Pest Risk Analy-

sis」（現 ISPM No. 2（2007）「Framework for pest risk 

analysis」）を制定し，加盟国各国の PRA実施のための
ガイドラインとした。

IPPCによる PRAのガイドライン策定が 1996年であ
るため，PRAという考え方は比較的新しい概念と思わ
れがちだが，これより前に，PRAの概念やプロセスに
ついて豪州，米国，EU等で活発に研究が行われていた。
米国の KAHN（1979）や英国の BAKER（1981）は PRAの
概念を示し，欧州地中海地域植物防疫機関（EPPO）の
SMITH（1989）は，検疫対象の病害虫を決めるための病
害虫リスク評価に関する研究を報告し，豪州の PHILLIPS 

et al.（1992 a ; 1992 b）は，PRAのプロセスについての
概念や，それを利用した精米の輸入における PRA結果
を報告している。
しかし，各国において PRAの実施が一般化するのは，

2000年以降である。2004年に ISPM No. 11「Pest risk 

analysis for quarantine pests, including analysis of envi-

ronmental risks and living modified organisms」が策定
され，各国の PRA手順書作成の手引きとなる PRAのプ
ロセスや各評価項目の解説がなされた。その後，IPPC

事務局や地域植物防疫機関がワークショップを開催した
り，2007年に IPPC事務局が PRAトレーニングマテリ
アルを作成して，PRAの普及に努めてきた。

II　我が国におけるこれまでの取り組み

我が国においては，1996年 4月，横浜植物防疫所調
査研究部に病害虫リスク評価を専門に行う部署として，
病害虫危険度評価担当（2012年 4月より病害虫リスク
評価担当および病害虫リスク管理措置担当へ組織替え）
が新設された。同年の植物防疫法一部改正に関連して検
疫措置の見直しを行うため，同担当は国内研究者の協力
を得て，国際基準に準拠した病害虫を開始点とした
PRA手順書を策定し，117種類の病害虫の PRAを実施
した。この結果に基づき，輸出国における栽培地検査を
検疫措置の一つとして導入するに至った。
その後も，我が国は輸入禁止およびその解禁措置の検

討（例えば米国産およびニュージーランド産リンゴ・サ
クランボ関係）や新たな規制措置の検討（例えば木材こ
ん包材の措置導入）にあたり，国際基準に基づく PRA

を実施した。
検疫対象の病害虫については，これまでの検疫対象と

しない病害虫 169種を明示しそれ以外の病害虫すべてを
検疫対象とする「ネガティブリスト」方式から，検疫の
規制対象とする病害虫種を「検疫対象の病害虫リスト」
として明示する「ポジティブリスト」方式へ変更し，こ
のために 2011年 3月 7日付けで省令の改正を行った（詳
しくは坂田（2011）を参照）。
この改正に先立ち，我が国への侵入経路となる輸入植

物の品目ごとに関連病害虫について包括的に PRAを実
施するため，病害虫危険度評価担当は ISPM No. 2およ
び No.11に基づき手順書を新たに作成した。これに従い
新たに侵入する恐れがある病害虫について PRAを実施
し，その結果を基に検疫対象の病害虫を明確化するとと
もに，それら病害虫の効果的な侵入防止策を検討したう
えで適切な検疫措置を実施するため省令改正へ反映し
た。
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現在，PRAの結果によって，有用な植物に損害を与
えるおそれがあることが明らかである検疫対象の病害虫
として，省令の別表 1，いわゆる検疫対象の病害虫リス
トに 778種が掲載されている。また，PRAが未了のた
め有用な植物に損害を与えるおそれがないことが確認さ
れていない病害虫については，暫定的に検疫対象とし，
もし輸入検査で発見された場合はくん蒸などの検疫措置
を実施している。暫定的に検疫対象としている病害虫に
ついても PRAの結果，病害虫被害が我が国農林業に及
ぼす影響が無視できないと評価された場合は，省令の別
表 1に追加したうえで，必要があればさらに適切な検疫
措置が適用されることになる。一方，影響が無視できる
と評価された病害虫については，非検疫対象の病害虫と
して検疫の規制対象外として扱われる。

III　PRAの手順

PRAは，生物学的証拠，科学的証拠および経済的証
拠に基づき，ある病害虫が検疫対象の病害虫か否かを判
断し，当該病害虫が検疫対象の病害虫であれば，これに
対する侵入リスクを軽減する管理措置（植物検疫措置）
を決定するための手順である。

PRAには，病害虫の侵入経路（pathway）（例えば病
害虫の寄主・宿主植物となる農産物）を開始点とした
PRAと病害虫を開始点とした PRAがある。侵入経路を
開始点とした PRAとは，例えば，タイ産のポメロ生果
実が日本に輸入される場合，ポメロ生果実を通じてタイ
から日本へ侵入する可能性のあるすべての病害虫を対象
とし，1種ずつ日本への侵入・まん延のリスク，経済的
影響を分析していく方法である。一方，病害虫を開始点
とした PRAは，例えば，Potato spindle tuber viroid（ポ
テトスピンドルチューバーウイロイド）などの特定の病
害虫について，日本への侵入・まん延のリスク，経済的
影響を分析していく方法である。
図―3に ISPM No11の内容に基づく PRAの手順を示
したが，これに沿って PRAの手順を説明する。

 1 ステージ 1：開始（Initiation）
開始ステージの目的は，植物検疫上懸念のある病害虫
やその侵入経路を特定し，「どうして PRAをする必要が
あるのか」を明らかにすることである。

PRA開始のきっかけとなるのは通常大きく分けて三
つある。まず一つ目は，病害虫の「侵入経路」が新たに
特定された場合である。これには，新たな品目が輸入さ
れる場合やこれまで輸入されていた品目が，新たな輸出
国から輸入されることになった場合などが含まれる。ま
た，輸入農産物以外の侵入経路が特定された場合，例え

ばこん包資材（例：輸入木材こん包材の例）や輸送機器
（例：米国などが実施しているアジア型マイマイガの侵
入防止のための船舶への規制の例）の場合もこれに該当
する。二つ目は，「潜在的なリスクを持つ病害虫」が特
定される場合である。これは，これまで知られていなか
った病害虫が国内で突発的に発生した場合，植物検疫の
輸入検査で新たな病害虫が頻繁に発見される場合，原産
地以外の地域や国でより大きな被害報告されている場合
等である。三つ目は，植物検疫行政の政策が変更される
場合などであり，法律の見直し，植物検疫上の紛争が発
生した場合等が該当する。
ステージ 1における次のポイントは，PRA地域（PRA

の実施対象となる地域）の特定である。PRA実施のた
めに必要な情報を特定するためには，可能な限り正確に
PRA地域を限定しなければならない。例えば，タイ産
のポメロ生果実が日本へ輸出されるのに先立って PRA

を実施する場合，どのような病害虫がポメロ生果実を経
路として日本に侵入・まん延のリスクがあるか，また，
日本の農林業へのどのような影響があるのかについてリ
スク評価するのならば，この場合 PRA地域は日本全体
となる。
さらに，病害虫に関する文献情報（分布，寄主植物，
生態）をはじめ，気象，地理，農林産物生産，病害虫防
除，植物検疫検査，貿易，以前実施された PRA結果等
の幅広く関連する各種情報が PRAには必要となる。情
報収集が PRAの中で最も時間を要する部分でもある。
得られた情報の精査・整理を行い，この時点で PRA

対象の生物が病害虫ではない，対象の輸入農産物には寄
生しない等が判明すれば，PRAを中止し，他方，検疫
の対象になる可能性があることがこの時点で判明すれ
ば，次のステージへ進むことになる。

 2  ステージ 2：病害虫リスク評価（Pest Risk 
Assessment）

このステージでは，侵入・まん延等のリスク，経済的
影響などの評価を行ってその病害虫を検疫対象の病害虫
と位置付けることができるかどうかを結論づける過程で
ある。経路を開始点とする PRAでも，このステージか
らは個々の病害虫ごとに評価を実施していく必要がある。
（ 1） ステップ 1：病害虫の類別
病害虫の類別は，病害虫リスク評価ステージの最初の
ステップで，評価対象の病害虫が検疫対象の病害虫とし
ての特性（IPPCによる「検疫対象の病害虫」の定義）
を有しているかどうかを判定する手順である。病害虫の
素性（分類，形態の情報），PRA地域に発生しているか
否か，植物検疫上の規制のステータス（国による病害虫
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防除である公的防除が実施されているか），潜在的な定
着・まん延の可能性（輸入国の気候が適しているか，寄
主・宿主植物は存在するか，ベクターが必要か等），潜
在的な経済的影響（農林業へ被害があるか）について検
討を行い，基準を満たしていれば潜在的検疫対象の病害
虫として次のステップへ進める。
（ 2）  ステップ 2：侵入（入り込みおよび定着）の可

能性
ここでは，農作物などの品目に付着して病害虫が日本

に入り込み，日本に存在する寄主・宿主植物へ到達し定
着する可能性について評価を行う。なお，入り込みと定
着のプロセスを合わせて侵入という。このステップで
は，各項目において，以下の要素の検討を行う。なお，
各評価項目の結果については，定性的（例えば高い，中
程度，低い，無視できる等）に示す場合，定量的（点数
化）に示す場合の方法がある。
「入り込み」の可能性の評価
●侵入経路の特定：関連する全経路について特定
●原産地での評価対象病害虫の状況：原産地での発生

密度，季節変異，病害虫管理，寄主・宿主植物の栽
培方法

●輸送中または貯蔵中の生存可能性（輸入植物が経路
となる場合）：病害虫の生活環と植物の保管環境・
期間の関係

●好適寄主・宿主植物への移動可能性：用途（栽培用，
消費用），到着地点（農地，市街地），季節性
「定着」の可能性の評価
● PRA地域における寄主・宿主植物の利用可能性：
寄主・宿主植物の分布や数量，中間寄主や代替寄主
の存在

●環境の好適性：気候と生活環，栽培環境での生存
●栽培慣行と防除：原産地と PRA地域の比較
●病害虫のその他の性質：繁殖・生存戦略，遺伝的適
応性，定着に必要な最小個体群

（ 3） ステップ 3：まん延の可能性
「まん延の可能性」では，商業栽培または自然繁殖し
ている寄主・宿主植物へ到達した病害虫がさらに PRA

地域内に広がってしまう過程について評価を行う。この
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Step4影響　（直接的，間接的）

Step3まん延の可能性

Step2入り込み・定着の可能性

Step1病害虫の類別

Stage2病害虫リスク評価

Stage1開始

●　PRAの開始点は何か？（経
路，病害虫，政策の変更）

●　PRA地域の特定
●　情報の収集・整理
●　既存の PRAの確認

PRA終了

この時点で病害虫
でない，経路にな
らないことなどが
判明すれば

図－3　病害虫リスクアナリシス（PRA）の手順
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ステップでは，次の要素の検討を行う。
●自然分散の可能性：分散様式（長距離飛翔，歩行，
胞子や花粉による伝搬，土壌伝搬），移動距離，ベ
クターの有無や移動能力等
●人為分散の可能性：輸送機材による移動，寄生部位
の流通過程等

（ 4） ステップ 4：潜在的経済影響の評価
評価対象の病害虫が，PRA地域にまん延した場合に
想定される農林産物への経済的な影響を評価する。病害
虫による農産物への被害などの直接的影響と，国内・輸
出市場への影響などの間接的影響に分けて評価する。
●直接的影響：宿主植物の価値，被害量やタイプ，生
産損失
●間接的影響：国内・輸出市場への影響，防除コス
ト，社会的影響，環境への影響

（ 5） ステップ 5：総合的なリスク評価の結果
この段階では，これまでのステップで評価した結果を
総合的に判断して，評価対象の病害虫のリスクを決め
る。総合的なリスク評価の結果を判断する一般的な方法
として，侵入およびまん延の可能性と潜在的経済影響の
大きさの組合せで判断する定性的評価（図―4），各ステ
ップの結果を点数で積み上げていく定量的評価，点数を
格付け（高，中，低，無）に変換する定性・定量的評価
を組合せた方法がある。
総合的に判断してリスクを無視できる（許容できるリ
スク：acceptable risk）のであればその病害虫は検疫対
象として規制する必要はないが，リスクを無視できない
（許容できないリスク：unacceptable risk）のであれば
当該病害虫は検疫対象として規制する必要がある。
（ 6） 不確実性
PRAの結果は，その根拠とともに文書にまとめるこ
とになっている。先に述べたように，PRAは，集めら
れた各種情報に基づき評価を実施するが，必ずしも評価
対象とする病害虫の情報が十分に得られるわけではな
い。これらの評価には予測を含む不確実な情報もあるた
め，これらを不確実性として明記しておき，将来新たな
情報が得られた場合には，改めて PRAを実施し，内容
を更新する場合もある。

 3  ステージ 3：病害虫リスク管理（Pest Risk 
Management）

PRAプロセスの最後のステージは，その前のステー
ジ「病害虫リスク評価」で特定されたリスクを許容可能
なレベルまで減らすための適切な管理オプション（検疫
措置）を提示する過程である。
検疫措置には，輸出国や輸入国（日本）で実施される

輸出または輸入植物などに対する検査，検定，処理等が
含まれる。具体的には，日本で実施する検疫措置は，植
物防疫所職員が空港や港で行う目視検査，顕微鏡や遺伝
子診断による判定，植物の輸入後に一定期間の栽培・観
察を行う隔離検疫等がある。一方，輸出国で実施する措
置は，輸入時の検査と同様に目視検査，顕微鏡や遺伝子
診断による判定に加え，病害虫無発生地域の設定，栽培
地における検査（病徴観察，遺伝子診断等による），蒸
熱処理等の輸出前処理の実施などがある。
実際の検疫現場で適用していくため，
●費用対効果と実行可能性
●最小限度の貿易に対する影響（必要以上に貿易制限
的ではない）

●既存措置の有効性（有効であれば追加措置を求めな
い）

● ｢同等性｣ の原則
の観点を考慮し，どのような措置をとればどのくらい
リスクを減らすことができるかについて検討を行う必要
がある。

 4 リスクコミュニケーション
すべてのステージにおいて，関係者と意見交換を行う

リスクコミュニケーションを実施することも重要とされ
ている。

 5 PRAの結果
PRAの結果は報告書としてまとめられ，植物検疫当

局が植物検疫対象の病害虫を決定する場合，およびこれ
ら病害虫に対してとられる植物検疫措置を決定する場合

侵入・まん延の
可能性

高

無視できる

低

中

高

中

無視できる

低

中

中

低

無視できる

低

低

低

無視できる

無視できる

無視できる

無視できる

無視できる

無視
できる

低

中

高

影
響

図－4　リスクマトリクス（Risk matrix）
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の根拠として活用される。

IV　これからの PRAの展開

 1 経路リスクアナリシス（Pathway risk analysis）
前項で PRAには病害虫を開始点とする PRAと経路を
開始点とする PRAがあると述べたが，経路リスクアナ
リシスも経路を開始点とする PRAの一種である。しか
し，各国が実際に行っている経路を開始点とする PRA

は，特定の寄主・宿主植物（例えば，タイ産ポメロ生果
実）を侵入経路としたPRAで，厳密に言えば商品（com-

modity）に限定した経路を開始点とする PRAと言える。
商品ベースの PRAでは，対象の寄主・宿主植物とその
容器包装だけしか評価対象にならない場合があり，これ
以外の現時点では知られていない経路は評価の対象から
外れてしまう場合がある。しかし，病害虫の侵入経路は
寄主・宿主植物となる商品以外にも，航空・海上コンテ
ナの中や外面に付着し侵入する場合もあり，植物や植物
生産物の国際貿易とは直接関連のない経路（こん包材，
輸入中古車，輸送機器）で侵入する場合もある。そこで，
最近，寄主・宿主植物となる商品に加え幅広く侵入の可
能性のある経路についてリスクアナリシスを行う必要が
あるという考え方がクローズアップされてきている
（NAPPO, 2012）。

 2 Modeling and Mapping
対象病害虫の生物学的情報，気象情報，地理的情報，
寄主・宿主植物等の植生分布情報などを基に，統計学的
手法を利用し，対象病害虫が万が一侵入した場合，どの
ように分散し，どのような被害を与えるかについて予想
モデルを構築し，これを利用した予想結果を PRAへ反
映させたり，地図等へ視覚的に示したりするシステム
（例えば，米国の NAPPFAST http://www.nappfast.org/

presentations.htm）が開発され，一部は実用化されつつ
ある。

お　わ　り　に

農林水産省レギュラトリーサイエンス新技術開発事業
により，PRAの手法の高度化のために，平成 22年度か
ら 24年度まで，独立行政法人農業食品産業技術総合研
究機構および農業環境技術研究所において，「国内未発
生の植物病害虫が侵入した場合の経済的影響の予測・評
価および的確な管理措置の実施のために必要な要因の分
析」を実施している。この中で，①経路リスクアナリシ
スにも対応できる，より高度化した病害虫を開始点とす
る PRA手順を新たに策定するとともに，②Maximum-

entropy approachという理論を基に計算を行うソフト
「Maxent」を用いて，気象・植生・標高等の GISデータ
と病害虫の生態的データから各害虫の潜在的生息適地を
推定するモデルを作成している。
これら新たな PRA手法についても，今後その詳細に
ついて紹介できればと考える。
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発生予察情報・特殊報（24.12.1～ 12.31）
各都道府県から発表された病害虫発生予察情報のうち，特殊報のみ紹介。発生作物：発生病害虫（発表都道府県）発表月
日。都道府県名の後の「初」は当該都道府県で初発生の病害虫。

※詳しくは各県病害虫防除所のホームページまたは JPP―NET（http://www.jppn.ne.jp/）でご確認下さい。

■ネギ：ネギ葉枯病菌による黄色斑紋症状（埼玉県：初）12/6
■スイカ：スイカ果実汚斑細菌病（愛知県）12/17
■スイカ：スイカ果実汚斑細菌病（新潟県）12/17

■キウイフルーツ：キクビスカシバ（長崎県：初）12/17
■スイカ：スイカ果実汚斑細菌病（千葉県）12/19
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